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は、文献等を渉猟した努力の下で述べられており、一定の評価が出来るのであるが、最も重要
と思われる図０－１に表記された、企業活動内での相違点、相互関係についての具体的で詳細
な記述が見当たらず、本論文の論点を曖昧にしてしまった。特に、ＣＳＲ広告とコーズ・マー
ケティング広告を、企業活動内で対照化して論ずることを目指していることから、その具体的
な事例として、新聞広告等多くの作品を集め分析しているが、この時、ＣＳＲ、コーズ・マー
ケティングの両企業活動を、コミュニケーション活動の一環である広告活動に乗せて行く事の
それぞれの意義と効果を述べておかなければならなかった。既存の事例から読み解くことへの
意欲は充分感じられるのであるが、論述されておらず今後の課題であると思われる。 
本研究は広告科学の分野では 1990 年代より注目を集め始めた分野である。企業活動に社会
貢献の思想を明確に示さなければならないことを社会が求めてきたことから研究が始まり、特
に 21 世紀に入ってから多くの研究者によって活発な議論が進められている。そのなかで筆者
が、少し大胆であるとの批判を浴びても、理論的裏付けを明確にし、きちんと論述しておくこ
とを前提に、その自説を論文にまとめてゆくべきであった。特にコーズ・マーケティングの定
義等については自説を展開していることから、その自説を相互的関係の解明に組み込むことに
よって、新しい視点が見いだされたであろうことが予測でき、期待されたことと思う。 
 創作研究では、1987年日本国有鉄道から引き継ぎ、民営化された1社である（株）東日本旅
客鉄道（以下（株）ＪＲ東日本と表記）の経営政策推進に伴う広告活動を具体化・視覚化した
ポスターメディアと新聞広告の立案、制作を進め、論文で考察した理論の正当性、妥当性を検
証するための作品制作であった。（株）ＪＲ東日本の特性は、高い公共性が求められる規制産
業であること、他のＪＲ各社と共に私鉄に比して独占的市場を確保し、地域社会との強い関係
性等々の特質をもつことから、これをＣＳＲ広告、コーズ・マーケティング広告に反映すべき
であるとの認識から生まれた広告表現を目指している。 
ＣＳＲ広告では民営化の後、公共交通機関を預かる企業としての責務を果す困難さと、その
責務を果たしていないとの認識を社会に発信する目的で制作され、従って文字表記によって語
りかけることを主体とした、大胆な表現の駅構内掲出ポスターとなった。2011年3月11日の
東日本大震災発生時、避難者の締め出しで社会的糾弾を受けたことに対して「虚しい空間、申
し訳ありません」、過疎地での路線廃止に対して「虚ろな地、申し訳ありません」、他の公共交
通機関の隆盛によって、夜間運行の寝台列車の廃止に対して「懐かしい夜、申し訳ありません」
の3組の作品によって、経営政策に公益的な使命が必須である企業として、理解を求める表現
である。所謂ＣＳＲ広告の典型例として近年確立してきた「お詫び広告」である。3 作品は共
通してボディコピーの最後は「（略）公益的な使命を担う公共交通機関として鉄道の安全を守
り、安定した輸送サービスを提供することをはじめとした様々な事業活動を通じて社会に貢献
することで、社会から寄せられた期待やステークホルダーからの信頼に答える良き企業市民で
あり続けたいと考えています。」と結んでいる。 他方、コーズ・マーケティング広告は新聞
全15段12点シリーズの広告表現による情報発信であり、ここではＪＲ東日本が取り組む鉄道
利用者へのサービス事業を 12 例取り上げ、ピクトグラフによる、言語的バリアフリーに配慮
した表現での伝達手法を取っている。（株）ＪＲ東日本が民間企業であることから、経営政策
に鉄道利用料による収益だけでは無く、様々な事業による利潤追求が、先のＣＳＲ広告で理解
を求めたいくつかの問題点の解消への糸口になることを伝える情報発信を目指している。また、
12例の事業は、地域社会との関係強化が目的の事業であることからくる経営政策への理解と共
に、企業として商品開発の視点をも持つ事の意味を伝える広告になっている。 
 4 年間をかけた博士後期課程での研究活動におけるキム・ジェホン君の努力は評価出来るも
のであり、本研究は企業のＣＳＲ活動に新しい視点を開く可能性の下に、今後も継続的に研究
を進め、大きな成果を挙げてくれることを期待する。 
 
（田口 敦子） 
